別記
第１号様式（第５条関係）

取得財産等管理台帳

	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得年月日
	耐用年数
	保管場所
	補助率
	備考

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	
	


（注）（１）対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が新潟県原子力災害対策事業費補助金交付要綱第16条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
（２）財産名の区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、（エ）無体財産権（産業財産権等）、（オ）その他の物件（不動産及びその従物）とする。
（３）数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
（４）取得年月日は、検収年月日を記載する。







第２号様式（第６条関係）

年 月 日
新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 

　　　 年度新潟県原子力災害対策事業費補助金交付申請書

新潟県原子力災害対策事業費補助金の交付を受けたいので、新潟県原子力災害対策事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第６条の規定により下記のとおり申請します。

記

１ 事業の目的及び内容
（１）交付要綱第４条第１項第１号の事業
（２）交付要綱第４条第１項第２号の事業
（３）交付要綱第４条第１項第３号の事業
（４）交付要綱第４条第１項第４号の事業
（５）交付要綱第４条第１項第５号の事業
（６）交付要綱第４条第１項第６号の事業
（７）交付要綱第４条第１項第７号の事業

事業計画書のとおり


２ 補助金交付申請額
                       円


注） ⑴事業計画書は、別紙に準じて作成すること。
　　 　　　 ⑵交付要綱第６条第２項の規定に基づき、消費税等仕入控除税額を減額して申請する場合は、上記２に次の算式を明記すること。
　　　　補助金所要額－消費税等仕入控除税額＝補助金額

別紙
事 業 計 画 書

１ 事業名称

２ 事業主体
（１）名称及び代表者の氏名

（２）所在地
　　　
（３）業種
　　　
（４）現在の主たる事業の内容
注）事業主体の資産及び負債に関する資料を添付すること。

３ 事業内容
（１）事業の目的

（２）事業対象施設等の概要（ただし、交付要綱第４条第１項第６号の事業に係るものについては、キ及びクの記載は不要とする）
　　　ア　名称及び住所
　　　イ　柏崎刈羽原子力発電施設からの距離
　　　ウ　収容人数
　　　エ　構造
　　　オ　耐震性
　　　カ　耐津波性
　　　キ　利用者に係る緊急時の対応計画の作成（予定を含む）の有無※
ク　放射線防護設備の使用方法等に関する訓練計画の作成（予定を含む）の有無※
　　　※　屋内退避施設の場合のみ対象
　　　ケ　その他

（３）予定事業費
　　　別紙「経費内訳書」のとおり

（４）事業フロー
注） 事業対象施設等の概要が確認できる資料を添付すること。

４ 補助事業の開始及び完了予定日


（別紙）
経費内訳書
（単位：千円）
	経費の区分
	細目
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	内訳

	１放射線防護
対策事業費
	イ 調査設計費
	
	
	

	
	ロ 土木・建築工事費
	
	
	

	
	ハ 施工監理費
	
	
	


	２資機材整備
及び物資備蓄
事業費
	イ 資機材
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	

	[bookmark: _Hlk186102559]３指定避難所
　備蓄物資追加備蓄事業
	イ 資機材
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	

	４上記１から
３に係る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
管理費
	イ 職員旅費
	
	
	

	
	ロ 会議用会場借上費
	
	
	

	
	ハ 会議費
	
	
	

	
	ニ その他
	
	
	

	５　合計
	－
	
	
	




第３号様式（第７条関係）

年 月 日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　 　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　 年度新潟県原子力災害対策事業費補助金変更交付申請書


　　　 年 月 日付け 第 号で交付決定を受けた標記補助金の変更交付を受けたいので、新潟県原子力災害対策事業費補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり申請します。

記

１　変更の内容

２　変更を必要とする理由

３　変更が補助事業に及ぼす影響

４　変更後の補助事業に要する経費（経費内訳は別紙）


（別紙）
経費内訳書
１　変更前
（単位：千円）
	経費の区分
	細目
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	内訳

	１放射線防護
対策事業費
	イ 調査設計費
	
	
	

	
	ロ 土木・建築工事費
	
	
	

	
	ハ 施工監理費
	
	
	

	２資機材整備
及び物資備蓄
事業費
	イ 資機材
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	

	３指定避難所
　備蓄物資追加備蓄事業
	イ 資機材
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	

	４上記１から
３に係る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
管理費
	イ 職員旅費
	
	
	

	
	ロ 会議用会場借上費
	
	
	

	
	ハ 会議費
	
	
	

	
	ニ その他
	
	
	

	５　合計
	－
	
	
	






２　変更後
（単位：千円）
	経費の区分
	細目
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	内訳

	１放射線防護
対策事業費
	イ 調査設計費
	
	
	

	
	ロ 土木・建築工事費
	
	
	　

	
	ハ 施工監理費
	
	
	

	２資機材整備
及び物資備蓄
事業費
	イ 資機材
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	

	３指定避難所
　備蓄物資追加備蓄事業
	イ 資機材
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	

	４上記１から
３に係る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
管理費
	イ 職員旅費
	
	
	

	
	ロ 会議用会場借上費
	
	
	

	
	ハ 会議費
	
	
	

	
	ニ その他
	
	
	

	５　合計
	－
	
	
	



第４号様式（第８条関係）

年　月　日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　 　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　　年度新潟県原子力災害対策事業費補助事業計画変更承認申請書


　　　　　年　月　日付け　第　号をもって補助金の交付決定のあった上記補助事業を下記のとおり変更したいので、新潟県原子力災害対策事業費補助金交付要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１　変更の内容

２　変更を必要とする理由

３　変更が補助事業に及ぼす影響

４　変更後の補助事業に要する経費（経費内訳は別紙）




（別紙）
経費内訳書
１　変更前
（単位：千円）
	経費の区分
	細目
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	内訳

	１放射線防護
対策事業費
	イ 調査設計費
	
	
	

	
	ロ 土木・建築工事費
	
	
	

	
	ハ 施工監理費
	
	
	

	２資機材整備
及び物資備蓄
事業費
	イ 資機材
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	

	３指定避難所
　備蓄物資追加備蓄事業
	イ 資機材
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	

	４上記１から
３に係る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
管理費
	イ 職員旅費
	
	
	

	
	ロ 会議用会場借上費
	
	
	

	
	ハ 会議費
	
	
	

	
	ニ その他
	
	
	

	５　合計
	－
	
	
	




２　変更後
（単位：千円）
	経費の区分
	細目
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	内訳

	１放射線防護
対策事業費
	イ 調査設計費
	
	
	

	
	ロ 土木・建築工事費
	
	
	

	
	ハ 施工監理費
	
	
	

	２資機材整備
及び物資備蓄
事業費
	イ 資機材
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	

	３指定避難所
　備蓄物資追加備蓄事業
	イ 資機材
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	

	４上記１から
３に係る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
管理費
	イ 職員旅費
	
	
	

	
	ロ 会議用会場借上費
	
	
	

	
	ハ 会議費
	
	
	

	
	ニ その他
	
	
	

	５　合計
	－
	
	
	



第５号様式（第10条関係）


年 月 日
新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　 　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　 年度新潟県原子力災害対策事業費補助事業中止（廃止）申請書


　　　 年 月 日付け 第 号で交付決定を受けた標記事業を中止（廃止）したいので、新潟県原子力災害対策事業費補助金交付要綱第10条の規定により、下記のとおり申請します。

記


１ 中止（廃止）の理由

２ 中止の期間（廃止の時期）


第６号様式（第11条関係）

年 月 日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　 　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　　年度新潟県原子力災害対策事業費補助事業遅延等報告書


　　　　　年　月　日付け　第　号をもって交付決定のあった上記補助事業の遅延等の状況について、新潟県原子力災害対策事業費補助金交付要綱第11条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　遅延等の原因及び内容

２　遅延等に係る金額

３　遅延等に対して採った措置

４　遅延等が補助事業に及ぼす影響

５　補助事業の遂行及び完了の予定




第７号様式（第13条関係）

年 月 日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　 　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　　年度新潟県原子力災害対策事業費補助事業実施状況報告書


　　　　　年　月　日付け　第　号をもって交付決定のあった上記補助事業の実施の状況について、新潟県原子力災害対策事業費補助金交付要綱第13条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助事業の実施状況の概要

２　補助事業に要する経費の使用状況（別紙）


（別紙）

補助事業に要する経費の使用状況

（単位：円）
	補助事業に要する経費の区分
	補助事業に要する経費

	
	計画額
	実績額
（年月日～年月日）
	支出見込額
（年月日～年月日）

	
	
	
	

	合　計
	
	
	







第８号様式（第14条関係）

年 月 日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　 　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　　年度新潟県原子力災害対策事業費補助事業実績報告書


　　　　　年　月　日付け　第　号をもって交付決定のあった上記補助事業が完了しましたので、新潟県原子力災害対策事業費補助金交付要綱第14条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助事業の内容
２　補助事業の実施状況
３　補助金の交付決定額及び交付決定年月日
４　補助金受領額及び受領年月日
（１）受領額
（２）内訳
　　　①第　回概算払額
      ②第　回概算払額
５　補助事業の収支決算
　　別紙１収支明細表のとおり。

（注）（１）当該年度に財産を取得しているときは、別紙２の取得財産等明細表を添付することとする。
 　　 （２）消費税等仕入控除税額を減額して報告する場合は、次の算式を明記すること。
補助金所要額－消費税等仕入控除税額＝補助金額　

（別紙１）
収支明細表

	経費の区分
	細目
	補助事業に
要した経費
	補助対象経費
	補助金充当額

	
	
	計画額
	実績額
	計画額
	流用額
	流用
後額
	実績額
	交付決定額
	実績額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１放射線防護
対策事業費
	イ 調査設計費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ロ 土木・建築
工事費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ハ 施工監理費
	
	
	
	
	
	
	
	

	２資機材整備
及び物資備蓄
事業費
	イ 資機材
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	
	
	
	
	
	

	３指定避難所
備蓄物資追加
備蓄事業
	イ 資機材
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	
	
	
	
	
	

	４上記１から
３に係る
　管理費
	イ 職員旅費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ロ 会議用
会場借上費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ハ 会議費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ニ その他
	
	
	
	
	
	
	
	

	５　合計
	－
	
	
	
	
	
	
	
	





（別紙２）

取得財産等明細表（　　　  年度）

	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得年月日
	耐用年数
	保管場所
	補助率
	備考

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	
	


（注）（１）対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が新潟県原子力災害対策事業費補助金交付要綱第16条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
（２）財産名の区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、（エ）無体財産権（産業財産権等）、（オ）その他の物件（不動産及びその従物）とする。
（３）数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
（４）取得年月日は、検収年月日を記載する。



第９号様式（第14条関係）

年 月 日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　 　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　　年度新潟県原子力災害対策事業費補助金に係る消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書


　　　　　年　月　日付け　第　号をもって交付決定のあった上記補助金について、新潟県原子力災害対策事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第14条第２項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助金額（交付要綱第14条第２項による額の確定額）　　　円
２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　円
３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　円
４　補助金返還相当額（３－２）　　円

（注）別紙として積算の内訳を添付すること。



第10号様式（第15条関係）

年 月 日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　 印
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　　年度新潟県原子力災害対策事業費補助金精算（概算）払請求書


　　　　　年　月　日付け　第　号をもって交付決定のあった上記補助金について、新潟県原子力災害対策事業費補助金交付要綱第15条第２項の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記

１　精算（概算）払い請求金額（算用数字を使用すること。）
２　請求金額の算出内訳（概算払の請求をするときに限る。）（別紙）
３　概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）
４　振込先金融機関名、支店名、預金の種別、口座番号及び預金の名義を記載すること。


（別紙）

請求金額の算出内訳

（単位：円）
	経費の
区分
	細目
	補助対象事業に要する経費
	交付決定
	既受領額②
	今回
請求額
③
	残額（①－(②＋③)）

	
	
	
	補助
対象経費
	補助金の額 ①
	
	
	

	１放射線防護
対策事業費
	イ 調査設計費
	
	
	
	
	
	

	
	ロ 土木・建築
工事費
	
	
	
	
	
	

	
	ハ 施工監理費
	
	
	
	
	
	

	２資機材整備
及び物資備蓄
事業費
	イ 資機材
	
	
	
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	
	
	
	

	３指定避難所
備蓄物資追加
備蓄事業
	イ 資機材
	
	
	
	
	
	

	
	ロ 水、非常食等
	
	
	
	
	
	

	
	ハ 生活物資
	
	
	
	
	
	

	４上記１から
３に係る
　管理費

	イ 職員旅費
	
	
	
	
	
	

	
	ロ 会議用会場
借上費
	
	
	
	
	
	

	
	ハ 会議費
	
	
	
	
	
	

	
	ニ その他
	
	
	
	
	
	

	５　合計
	－
	
	
	
	
	
	



第11号様式（第16条関係）

年 月 日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　 　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　　年度新潟県原子力災害対策事業費補助金補助事業財産処分承認申請書


　　　　　年　月　日付け　第　号をもって確定通知のあった上記補助事業について、新潟県原子力災害対策事業費補助金交付要綱第16条第３項の規定に基づき、下記のとおり承認を申請します。

記

１　処分しようとする財産及びその理由（別紙）
２　相手方（住所、氏名、使用の場所及び目的）
３　処分の条件

（注）売却、譲渡、交換、貸与、担保提供の相手方のある場合は、それぞれの相手方及び条件について記載すること。


（別紙）

処分しようとする財産及びその理由

	財産の名称
	仕様
	数量
	処分の方法
	処分の理由
	備　考

	
	
	
	
	
	


（注）１　処分の方法として売却、譲渡、交換、貸与、担保提供等の別を記載する。自己使用の場合は、用途を記載すること。
２　取得財産が共有の場合は、備考に共有相手及び共有比率を記載すること。


